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令和 8年度 熊本県社会福祉振興基金 助成金交付要項 

（趣旨） 

第 1 条 社会福祉法人熊本県社会福祉協議会会長（以下「県社協会長」という。）は、

熊本県社会福祉振興基金設置規程第 5条に規定する事業の振興を図るため、民間福祉

団体の活動等に対し、予算の範囲内において助成金を交付するものとし、その交付に

ついては、この要項の定めるところによる。 

（助成対象事業及び助成金の額） 

第 2条 助成の対象事業並びに助成金の額については、別表のとおりとする。ただし、

千円未満の端数は切り捨てるものとする。 

（助成金の申請） 

第 3 条 前条の助成金の交付を受けようとする者（以下「助成事業者」という。）は、

令和 8年度熊本県社会福祉振興基金助成金交付申請書（別記第 1号様式）に助成事業

実施計画書（別記第 2号様式）及び助成事業収支予算書（別記第 3号様式）を添えて、

別に定める期日までに県社協会長へ提出しなければならない。 

（助成金の交付決定） 

第 4 条 県社協会長は、前条に規定する申請書を受理した場合において、審査のうえ

適当と認めたときは、助成金の交付を決定し、令和 8年度熊本県社会福祉振興基金助

成金交付決定通知書（別記第 4号様式）により、その旨を助成事業者に通知するもの

とする。 

2 県社協会長は、助成金の交付目的を達成するために、必要がある場合は助成金の交

付決定に際し条件を付することができる。 

（助成金の請求） 

第 5 条 前条に規定する交付決定を受けた助成事業者は、助成金の請求について、熊

本県社会福祉振興基金助成金請求書（別記第 5号様式）を県社協会長に提出しなけれ

ばならない。 

（助成金の交付） 

第 6 条 県社協会長は、前条に規定する請求書を受理したときは、速やかに助成金の

交付を行うものとする。 

（実績報告） 

第 7 条 前条の規定により助成金の交付を受けた助成事業者は、当該年度末日までに

事業を完了するものとする。 

2 助成事業者は、助成金に係る事業を完了した日から 30 日以内若しくは事業翌年度

の 4月末日のいずれか早い日までに、令和 8年度熊本県社会福祉振興基金事業実績報

告書（別記第 6号様式）に助成事業実施報告書（別記第 7号様式）及び助成事業収支

精算書（別記第 8号様式）を添えて県社協会長に提出しなければならない。 

（助成金の額の確定） 

第 8 条 県社協会長は、前条の規定により事業実績報告書を受理した場合において、

その内容を審査のうえ適当と認めたときは、交付すべき助成金の額を確定し、その旨

を助成金交付確定通知書（別記第 9号様式）により助成事業者に通知する。 
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（調査等） 

第 9 条 県社協会長は、助成金交付に係る事業若しくは助成金の使用に関し、その状

況を調査し、又は必要な報告を徴することができる。 

（交付の取り消し等） 

第 10 条 県社協会長は、助成事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めた場合、

助成金の交付の決定を取り消し、又は既に交付した助成金の全額若しくは一部の返還

を命ずることができる。 

   (1) 虚偽の交付申請をしたとき。 

   (2) 第 4条第 2項により、県社協会長が付した条件に違反したとき。 

2 前項の規定は、助成事業等について交付すべき助成金の額の確定があった後、同項

に規定する事実が認められたときにおいても適用するものとする。 

（文書等の保管期間） 

第 11条 この助成事業に関する文書等の保管期間は、5年とする。 

（雑則） 

第 12条 この要項に定めるもののほか、必要な事項は会長が別に定める。 

 

   附 則 

 この要項は令和８年４月２日から施行する。 
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別表（第 2条関係） 

 

令和 8年度 熊本県社会福祉振興基金助成金 

助成対象事業及び助成金額 
 

№ 助成対象団体 助成対象事業名 予算額 助成金の額 

1 市町村社協 

市町村社協活動推進事業 

（1）地域福祉活動推進事業 

（2）広域的活動推進事業 

（3）市町村ボランティア連絡協議会 

との協働事業 

7,500,000円 

（1）地域福祉活動推進事業 

１事業の上限額 

ア 新規 50万円 

イ 継続・発展・強化 25万円 

ウ 複数事業を実施する場合は、1社協 2事業 

100万円 

（2）広域的活動推進事業 

１事業の上限額 200万円 

（3）市町村ボランティア連絡協議会との協働事業 

１事業の上限額  50万円 

2 民間福祉団体 民間福祉団体活動推進事業 1,400,000円 
１事業の上限額   50万円 

（対象経費の 3分の 2以内） 

3 民間福祉団体 各種大会助成事業 800,000円 
九州大会規模    10万円 

全国大会規模    15万円 

4 小規模団体 小規模団体活動支援事業 800,000円 
１事業の上限額   10万円 

（対象経費の 3分の 2以内） 

合     計 10,500,000円  

 


